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新年のごあいさつ
住友林業株式会社取締役常務執行役員

木材建材事業本部長　上山　英之

新春特集
業界アンケート　2009年の木・建業界を予測する

年頭所感
国土交通大臣、林野庁長官、業界関連６会団長

11月の新設住宅着工
前年同月比横ばいの8万4千戸
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あけましておめでとうございます。
平素より建材マンスリーをご愛読いただ
き、誠にありがとうございます。また、お
取引の皆様方には旧年中のご愛顧に対しま
して、誌上を借りまして厚くお礼申し上げ
ます。
さて、昨年は経済において米国のサブプ
ライムローンに端を発する金融市場の大混
乱が世界を駆け巡り、それが日本経済へも
震源地の米国を上回る株価の大幅な下落や
米ドルやユーロに対する円高で輸出企業の
業績悪化というような影響をもたらしまし
た。また、政治面においても衆参両議院で
のねじれ状態の中、前年に続き首相が突然
交代するなど政界は混乱と迷走を続けまし
た。
住宅着工においては、一昨年６月20日の
改正建築基準法の施行による大幅な着工減
からの反動による増加はあるものの景気後
退による消費者マインドの低下で分譲マン
ションは引き続き低迷し、持ち家・貸家に
おいても回復は弱く年初予想より低い水準
に終わりました。
また、木材建材を取り巻く事業において
も、需要低迷の影響を受け、特に国内市場
で流通量が大幅に減少するなど非常に厳し
い状況となりました。また、本年1月から
実施が予定されていたロシア原木の輸出関
税80%が突然1年近く延期を発表されるな
ど、先行きを見通すことが非常に困難な1
年でした。

主要民間調査機関によると、景気後退は
2010年度まで続くと予測しており、しばら
くは脇を締めた経営が必要と思われます。

一方で、福田前首相が主催した洞爺湖サミ
ットで環境が主テーマになったように環境
への関心が急速に高まっており、排出量取
引が検討されるなど、環境関連ビジネスの
広がりがでてきております。その中心には
再生産可能で環境負荷の小さい木材や環境
負荷を抑えた環境商品が注目されており、
これは木材建材業界にとってチャンスと捉
えることができ、このチャンスを逃しては
ならないと考えております。

3年目になる「長期経営計画・PROJECT
SPEED（プロジェクト・スピード）」では、
木材建材事業は戸建住宅事業と共にコア事
業として、海外事業、不動産事業、リフォ
ーム事業の3育成事業を支えつつグループ
全体の総合力を高めるべく、目標に向けて
着々と事業の強化・推進を図ってまいりま
す。

建材マンスリーは、住友林業での発行４
年目となりますが、「変化を現場から発信
する」という編集方針の下、長期経営計画
プロジェクト・スピードの３年目の各事業
の取組み、住宅市場・木材建材業界の動向、
環境の動向等に焦点を当てるほか、10年後
の日本の経済・社会はどうなるかの特集
「2020年シリーズ」を特別企画しておりま
す。今後も、建材マンスリーの伝統を継承
しつつ、更に皆様のお役に立つ情報を発信
し続けていきますので、ご支援、ご鞭撻を賜
りますようよろしくお願い申し上げます。
最後に皆々様の更なるご隆盛をお祈り申

し上げまして年頭のご挨拶とさせていただ
きます。
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“変”――日本漢字能力検定協会が公

募し、11万1,208票の応募の中から選ば

れた2008年の世相を表す漢字でありまし

た。まさに変動・変革の1年でありまし

たが果たして本年はどうなるものなの

か。木材・建材業界の推移を右の4項目

につき業界各位に予測して頂きました。

ご協力ありがとうございました。

（掲載順不同）

１．×：悪化。

昨年はサブプライムローン問題に端を発

した世界的な金融危機の影響により、日本

経済は設備投資、個人消費が低迷し、企業

収益が悪化するなど景気が後退いたしまし

た。

建材業界では改正建築基準法の影響が尾

を引き、一昨年大幅に減少した新設住宅着

工戸数が昨年も低い水準のまま推移いたし

ました。

またビル建築も公共投資が総じて低調に

推移し、民間のマンションなど建設市場も

大幅に落ち込みました。加えて、諸資材の

高騰や価格競争の激化を受けて、厳しい市

場環境が続いてまいりました。

本年は金融危機の深刻化や景気の一層の

下振れが懸念され、昨年にも増して厳しい

環境が予想される中、当社はこうした状況

を変革のチャンスと捉え、事業基盤強化・

収益体質改革を断行してまいります。

２．104万戸。

３．顧客ニーズに対応した商品開発と徹底し

たコストダウンを図り、これからの環境・

安全・省エネ対応など、社会的要請と住宅

ストック社会への転換を意識した商品開発

にも取り組んでまいります。さらに、お客

様の安全性、満足度を最優先に考え、より

安全な商品・サービスの提供に心がけてま

いります。

４．・業界初の金属製アールドア、玄関ドア

「ラフォース　ナチュレ　アールドア」に

加え、新しいドアデザインの追加や環境配

慮商品の拡充による体系の強化。また、好

評をいただいている玄関ドアリモコン錠

「キーガル」を、お求めやすくスタイリッ

シュにリファインして拡販を図る。

2009年の木・建業界を予測する
業界アンケート

新 春 特 集

〇アンケート質問事項（20年12月25日現在）

1. 2009年の景気（経済展望）をどのように見
ておられますか。〔○：好調　△：横這い

×：悪化〕の別およびその理由。

2. 2009年（暦年）の新設住宅着工数の予想。

3. 建材マンスリーでは10年後の木材・建材
業界特集として「2020年シリーズ」を計

画しております。2020年には新設住宅着

工戸数が80万戸まで落ちるとの予想をす

るところもありますが、2020年の木材・

建材業界の中心課題はどのようなものか、

貴社のご意見をお聞かせください。

4. 2009年に期待され、重点を置かれる製品
を上げて下さい。

三協立山アルミ株式会社

代表取締役社長　川村 人志氏
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・デザイン性はもちろん、断熱等の環境に

配慮した商品の強化とともに、ユニバー

サルデザインなどの先進機能も充実さ

せ、基幹サッシ「MADiO（マディオ）」

シリーズの体系強化。

・室内空間をトータルコーディネートする

アルミモダンインテリアシステム

「AMiS（アミス）」とインテリア建材

「ウッデリアiS」「ウッデリアiS＋」シリ

ーズ等のデザイン、機能の強化を図る商

品展開。

１．×：悪化。

世界経済の失速に伴い、消費者の購買意

欲は大きく後退しています。個人消費の伸

び悩みは2009年に入ってから、さらに深刻

さを増すと考えられます。２兆円にのぼる

定額給付金の支給や、住宅ローン減税の延

長などの景気対策が打ち出されても、その

効果はかなり限定的であり施策施行のスピ

ードが遅いため、経済回復の大きな起爆剤

にはなり得ないとみています。

２．100万戸。

３．2020年にはさらに高齢化が進み、国立社

会保障・人口問題研究所によると、総世帯

数に占める世帯主65歳以上の世帯の割合が

約35％に達すると予想されています。こう

した変化に伴い住宅には、例えば安全性が

さらに求められることになるでしょう。ま

た終の住まいとして「安らげる空間」であ

ることも必要となってくると考えられま

す。

すでに総住宅戸数が総世帯数を上回り、

空き家が増加し続けていますが、衣食住の

なかで住だけは、まだまだ質の面で低いと

言わざるを得ません。前述の安全性も結局

は質の問題です。2020年までにこういった

問題が解決されるとも思えず、住宅産業に

携わる木材・建材業界の中心課題は、「い

かに環境に負荷をかけないか」さらに「い

かに品質を向上させるか」そして「いかに

（高）機能を付加するか」という点にある

のではないでしょうか。

４．性能と環境配慮を両立させた製品。

・PEFC認証フローリングのエコメッセー

ジシリーズの「エコメッセージフロアー」

「エコメッセージナチュラル」「エコメッ

セージクリスタル」「エコメッセージフ

ロアーＶ」

・省施工製品（プレカット製品）。「窓枠正

寸プレカット」「階段正寸プレカット」

・高機能製品。「リビングステージ」「シュ

ーズコンポ」「フィルカーゴ」など

１．×：悪化。

建設・不動産分野のみならず、製造業も

失速、雇用問題から景気はさらに後退。コ

ントロールすべき政治は混迷続き。

２．102～105万戸。

３．・高齢者適応住宅

・間取り変更が可能な住宅

・リフォーム及びコンバージョンにマッ

チした商品の開発。

・環境対応の面から太陽光・熱を利用で

きる住宅等。

４．・環境対応商品。

業界アンケート

吉野石膏株式会社

常務取締役 営業統轄本部部長 神崎 誠一氏

永大産業株式会社

専務取締役 営業本部長　来住南 吉孝氏
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・プライバシーを守る為遮音性を高めた

間仕切とか床材。

１．△：横這い。

経済全体の失速が更に高まるにつれて、

先行きに対する不透明感が増してきている

ため、急な回復は難しいと思われる。

２．100万戸。

３．流通及びメーカー、ビルダーの再編、淘

汰が加速し、マーケットニーズに適合でき

る仕組み、技術、差別化を有する事業体し

か生き残れない。

それをいかに早く確立できるかがキーと

なる。

４．ノンホルマリン、高断熱性能を有する

「アクリア」。施工が簡単でトータル施工費

も安い「Ｕボードピンレス」。

１．×：悪化。

世界同時不況下、先行きについては不透

明感が強く、米国景気の底は09年後半以降

と思われる。わが国の新設住宅着工戸数は、

景気動向から半年～１年は遅れることを勘

案すると、09年は後半に落ち込み、持ち直

しは10年の後半からか。

２．103～110万戸。

３．住宅については、安全・安心という【基

本性能】と、健康・快適という【生活性能】

の両面から“質”の向上が求められ、また、

新築よりもストックに重点が置かれている

と思います。

ビジネスチャンスとは、これら社会のニ

ーズに応える製品を提案してこそ生まれる

ものであり、企業の開発力・技術力に加え、

時代の動向を見抜く洞察力や先見性が大い

に問われる時代となっているでしょう。

業界の再編はこの10年間で大きく進み、

環境への対応、CSR経営の実践が大きく問

われるようになると思います。

４．・環境貢献なくしては語れない時代、大

建はエコ素材を作り続けて昨年で50年。

IB、MDF、ダイライトなどのエコ素材

をさらに進化させ、次世代のエコ50年を

リードし続け環境時代に支持される企業

を目指します。

・その一つとして、フロアに求められる性

能を維持向上できる技術力をもって、資

源循環型の植林木と端材を原料とする

MDFによるエコ台板（Eハードベース）

を基材とする環境配慮型フロアの拡大を

積極的に図ります。

・様々に多様化する住まい方の中で、昨年

秋に発売のペット共生住宅向けの「ワン

ラブフロア」がペット愛好家を中心に、

人とペット両方にやさしい床として好評

です。高価格帯の製品ですが、ニーズ対

応のこだわり製品として拡大を図りま

す。

・本物志向のWPCフロア「エクオスW」

は艶消しのデザインが好評で、こだわり

製品として拡大を図ります。

１．×：悪化。

今回の海外要因による景気後退は、後退

局面の深度が深く、企業収益改善（設備投

資の活性化、雇用情勢の改善）・家計の経

済的不安感解消等いずれのステップも不透

業界アンケート

大建工業株式会社

億田 正則氏取締役上席執行役員
住建営業統轄部長

サンウエーブ工業株式会社

販売企画部部長 秋葉 伸之氏

旭ファイバーグラス株式会社

常務取締役営業本部長　阿部 道夫氏
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明であり、時間を要すると考えられる。し

かしながら、政府の景気浮揚策（住宅ロー

ン減税等）により、後半の回復期待は有る。

２．107万戸。

３．（１）環境負荷の抑制やストック型社会

を配慮した製品づくり

…長期使用を前提とした「もの」づくり

⇒「リユース」と「リデユース」、「可変

性」を確保。

（２）それに向けた維持管理（点検・補

修・交換等）システムの構築と長期使用

可能（リユース、リデユース）たる適正

で明確な基準づくり。

４．（１）システムキッチンPitto（ピット）

…右も左も「パタパタくん」、高機能を

美しく昇華。

（２）システムキッチンBM＋（ビーエム

プラス）…充実仕様のキッチンをお手頃

価格でお届け。

（３）システムキッチンTio＋（ティオプラ

ス）…新築もリフォームも、マンション

にも戸建てにもピッタリ。

１．×：悪化。

世界的不況の影響。

２．105～110万戸。

３．200年住宅構想や地球環境への取り組み

をふまえ、

エコロジー、

省エネルギー、

リサイクル、

ストック住宅の活用や中古住宅の流通、

住宅の高耐久化など。

４．i-cube。

エコアートプラス。

１．×：悪化。

現在進行中の実質経済への金融不安の拡

大が、経済施策は簡単に払拭されるとは思

えない。

２．100～105万戸。

３．・新築の伸びはもちろんリフォーム市場

においても消費マインドの冷え込みは大き

く、メーカー、流通の再編も懸念される。

・業界の中でいかに個性を出すか、その差

別化要素がエンドユーザーに受け入れら

れるかが課題と認識している。

４．キッチン、特に中級グレードベリーを重

点に展開していきたい。

１．×：悪化。

世界経済の落ち込み、日米欧がマイナス

成長、新興国の減速、国内では賃金がマイ

ナス、輸出、設備投資の減少。

２．98万戸。

３．①工務店市場の縮少。

②建材流通業が物流会社に近づいてい

き、相対的に地位、役割が減少。その他

の役割を見い出すこと。

③リフォーム市場への取組み。

４．エコを中心とした商品。太陽光、エコ給

湯、IH等の拡販。

１．×：悪化。

住宅着工の減少。

業界アンケート

ニチハ株式会社

サポートセンター所長 木村 具重氏

ヤマハリビングテック株式会社

営業企画グループグループ長 久世　健氏

伊予木材株式会社

代表取締役　井関 和彦氏

院庄林業株式会社

代表取締役 豆原 直行氏
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２．100万戸。

３．木材、建材のリサイクルユースが進む。

又、中古住宅市場が誕生してくる。

４．国産桧材「乾太郎」。

１．×：悪化。

世界同時不況の影響で日本経済も深刻な

不況状態となる。

２．108万戸。

３．環境経営を行う為の環境技術の確立。

４．省エネ商品、耐震製品。

１．×：悪化。

アメリカ発の金融不安による世界同時不

況、景気後退は2009年も続く。個人消費マイ

ンドの低下は続き、生活防衛色が強くなる。

２．100万戸。

３．環境負荷のかからない商品開発とシステ

ムの確立。リフォーム支援事業の確立。

４．①太陽光発電システム。

②オール電化商材。

③エコ製品。

１．×：悪化。

アメリカのサブプライム債権は世界中に

バラまかれており底が見えないこと。また、

この問題による信用収縮が世界規模で発生

しており、我が国を見た場合、金融機関の

自己資本比率の早期改善を含めた国策が重

要であるが政局が混沌として回復は中長期

に及ぶ。

２．100万戸を切る。

３．一段と地球環境に配慮したものの考え方

が基調となっていくでしょう。木建業界で

は、リサイクル、エコ基材を中心に育てる

資源の利用が叫ばれる。

住宅においては環境負荷を意識して、耐

久性能への取り組みが強化されより一層の

長寿命化住宅の開発が促進されるでしょ

う。

４．耐久性能住宅向け資材に取り組みます。

特に自社開発商品を中心として防水カバー

「スパット」を含めた木造住宅向け外壁防

水システム商品群の全国普及を目指しま

す。（デュポンタイベック、テクトン水切

りシート、防水カバー「スパット」、ブチ

ルKテープ他）。

１．△：横這い。

昨年からの世界不況から脱却できず、日

本も前半は政局・金融雇用等不安定な状況

が続く。デフレ傾向も長引く中、国の本格

的な景気経済対策が次々打たれ、後半にか

けて徐々に回復する。

通年では昨年同様、厳しい環境での横這

い。

２．100万戸強。

３．①技術者・職人不足の時代〈施工会社と

職人の育成〉。

②環境対応住宅が普及の時代〈進化した

長寿命・省エネ商品の開発〉。

③〈流通・物流の高効率化〉。

④〈リフォームとメンテナンスの取組み

強化〉高層マンションと老朽化住宅。

業界アンケート

ジャパン建材株式会社

執行役員営業企画室室長 榎本 邦雄氏

株式会社ジューテック

嶋田 清美氏

株式会社井桁藤

代表取締役社長 高山　忠氏

株式会社クワザワ

常務取締役東京本部長 小出 恒男氏

取締役常務執行役員
第 一 営 業 本 部 長
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４．長期優良住宅（200年住宅）が推進され、

同時に住宅性能表示への関心も高まり、対

応できる工法や高機能・高品質な商品に注

目。特に高耐久・省エネ（環境配慮型）製

品。

１．×：悪化。

世界同時不況長期化の懸念と人口の減少

により地方経済は厳しさを増す。

２．96万戸。

３．平成21年10月１日より義務化される瑕疵

担保責任をはじめ、建設業を取り巻く法制

度が強化される中、世界的な景気後退に伴

い需要が激減する恐れがある。

為替動向の推移等、経済指標を注視しつ

つも、住宅は地場産業であるということを

再認識し、着実な経営を行う以外にない。

４．オール電化商品（IHクッキングヒータ

ー、エコキュート等）。

１．×：悪化。

アメリカ発の金融危機及び実体経済の悪

化の影響。

２．95万戸。

３．円高の影響。

４．ビックフレームの加工。

１．×：悪化。

金融不安により、米国経済の悪化により、

日本国にも、輸出産業悪化、雇用不安、収

入減が予想される。

２．95万戸。

３．日本の住宅は新築時に1,500万～2,000万

の建築費用をかけても一般的に20～30年経

過すると、その住宅の価値はゼロに近くな

ってしまうと言われている。

なんとか1,000万ぐらいの価値が残るよ

うな住宅にならないものか。

４．省エネルギー、地震、台風など、災害に

強い製品あるいは材料。

１．△：横這い。

世界の景気（特にEU）は、益々冷え込む

可能性があると予想します。

日本は、2008年後半の非常に悪い景気が

当分続くと思いますが、これ以上大幅に悪

化することはないと予想します。

２．100万戸プラスマイナス。

３．国内においては、川上から川下に至るま

での全ての分野において業界再編が必須が

思われます。又、耐震やバリアフリー等の

リフォーム市場の更なる掘り起こしが必

要。

海外に向けては、一部では既に始まって

いますが、US/ヨーロッパ及び中国、イン

ド、中近東等の新興国への最終製品（住設

機器等〉の販売戦略。

４．木材建材事業本部としては、木材／建材

共に環境対応商品に重点をおきます。特に、

2009年は、南洋材合板で、FSC等の認証材

の積極的取扱増に注力します。

また、地域的には、関税の大幅アップは

延期されたものの、製品化に向かうロシア

での商品開発に注力します。

業界アンケート

鈴木木材工業株式会社

佐藤 貴哉氏

櫻井木材株式会社

能力開発　下手 文夫氏

株式会社吉銘

宅見 祐輔氏

住友林業株式会社

木材建材事業本部副本部長 倉光 二朗氏
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平成21年という新しい年を迎え、謹んで新

春のごあいさつを申し上げます。

昨年は、「100年に一度」という世界的な金

融危機に直面し、欧米各国で金融機関の破綻

が相次ぎ株価が急落するなど、世界的な景気

後退の兆しが強まった一年でした。日本経済

についても景気の下降局面が長期化そして深

刻化するおそれが強まっています。

こうした状況のもと、12月の与党税制改正

大綱では、住宅ローン減税の過去最高水準ま

での引上げ、新たな投資減税型措置の創設、

土地の譲渡益課税の新たな特例措置の創設な

ど、住宅土地税制を中心とした内需拡大、景

気回復のための思い切った拡充措置が盛り込

まれました。また、同月には、住宅・不動産

事業者向けの資金確保、住宅取得の支援及び

優良な民間都市開発の促進を内容とする「住

宅・不動産市場活性化のための緊急対策」を

取りまとめました。

（自立した活力ある地域づくり）

昨年９月以降の金融危機や、世界的な景気

後退の兆しがある中、特に地方の経済は非常

に厳しい状況にあり、都市部との格差も拡大

しています。地域に関連の深い行政を担って

いる国土交通省としても、地方を再生・活性

化していかねばならない重い責任を担ってお

ります。

地方の再生のためには、都市機能・産業集

積を強化することを通じて、多様な広域ブロ

ックが自律的に発展するとともに、各ブロッ

ク内において様々な地域が交流・連携しなが

ら発展していく姿を目指すことが必要です。

昨年７月に閣議決定された「国土形成計画

（全国計画）」を踏まえて、今後全国８つの広

域ブロックにおいて、その有する資源を最大

限活かせる「広域地方計画」を策定します。

（安全・安心で豊かな社会づくり）

我が国が今後本格的な高齢社会を迎えるに

あたり、高齢者・障害者をはじめとする誰も

が自立できるユニバーサル社会の実現は極め

て重要な政策課題です。国民生活に最も密着

した基盤である住宅について、ケア付き住宅

の整備等による高齢者の居住の安定確保や子

育て世帯等への配慮など、住宅セーフティネ

ットを構築するとともに、公共交通機関、建

築物等の一体的・総合的なバリアフリー化を

着実に推進します。

（国際競争力の強化に向けた基盤づくり）

本格的な人口減少・高齢化社会を迎えつつ

ある我が国において、持続的な成長を維持し

ていくためには、過度に外需に依存すること

なきよう努めつつ台頭するアジアをはじめと

する諸外国の成長と活力を取り込むことが必

要です。

住宅・不動産市場の活性化については、

「住宅・不動産市場活性化のための緊急対策」

に盛り込まれた施策を実施するほか、不動産

市場データベースの整備や、国内外への情報

発信、市場の信頼性向上や投資促進のための

環境整備、既存住宅流通の促進などを図って

まいります。

（地球環境時代に対応したくらしづくり）

地球温暖化問題については、昨年から京都

議定書の約束期間が始まったところですが、

我が国のＣＯ２排出量の約２割を占める運輸

部門や約３割を占める民生部門のうち住宅・

建築関係を所管している国土交通省として

も、削減目標の達成に向け取り組んでまいり

ます。

年頭所感  年頭所感  
〈掲載順不同〉 

2009

住宅ローン減税を過
去最高水準へ引上げ

国土交通大臣

金子　一義
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さらに、ストック型社会への転換に向け、

昨年12月公布の「長期優良住宅普及促進法」

に基づき、住宅の長寿命化に取り組んでまい

ります。

我が国の森林は国土の３分の２を占めてお

り、国土の保全、水源のかん養、生物多様性

の保全など、多様な公益的機能を有しており

ます。私たちは、この「緑の社会資本」と言

うべき森林とその恩恵を、後世代の人々に引

き継いでいかなければなりません。

近年の森林・林業を巡る情勢をみますと、

長期的な木材価格の低迷などの厳しい状況が

ある一方で、明るい兆しも現れてきておりま

す。まず、地球温暖化防止に貢献する森林の

役割に対して国民の期待が高まっており、そ

れに伴って森林整備の加速化が求められてお

ります。また、世界的に木材需給が逼迫する

一方で国内の人工林資源が充実しつつあるこ

とから、用材の受給率が平成19年には22.6％

まで回復するなど、国産材利用の回復がみら

れております。

このような状況を踏まえ、森林吸収源対策

を始めとする地球温暖化防止への取組や林

業・木材産業の再生等について、総合的に施

策を展開してまいります。

まず、人類共通の課題である地球温暖化対

策に関しては、昨年より京都議定書の第一約

束期間が始まっており、我が国では温室効果

ガス６％の削減約束のうち3.8％を森林吸収

で確保することが不可欠となっております。

このため、平成19年度からの６年間で330万

haの間伐実施等を目標として「美しい森林づ

くり」を国民的な運動として展開しておりま

す。

また、世界の温室効果ガス全排出量の２割

を占める途上国の森林減少に由来するＣＯ２

排出を抑制することが、近年国際的に大きな

課題となっております。その解決に向け、国

際社会との連携の下、森林保全や違法伐採対

策などにも積極的に取り組んでまいります。

一方、我が国の林業・木材産業については、

国産材利用の回復、人工林資源の充実という

好機を捉え、国産材の安定供給体制の整備と利

用の拡大を軸として再生を図ってまいります。

川上においては、いわゆる「提案型集約化

施業」を通じて、間伐等の施業を集約化・低

コスト化し、森林所有者の負担軽減を実現で

きる林業事業体の育成を進めます。加えて、

主伐収入と低コスト造林・保育等により森林

資源を循環的に利用するビジネスモデルの構

築に取り組み、新たな森林経営政策の確立に

向けた対策を実施します。

川中・川下においては、木材産業総合対策

として、中小製材工場と中核工場の連携等に

よる市場ニーズに対応した木材製品の安定供

給体制の確立、国産材への原料転換を進める

ための加工流通体制の整備を推進します。ま

た、住宅分野において、「長期優良住宅」へ

の国産材の利用拡大、地域材を活用した「顔

の見える木材での家づくり」の普及を推進し

ます。さらに、木材利用による省ＣＯ２効果

の評価手法の開発等を併せ、「木づかい運動」

による消費者への普及啓発に取り組んでまい

ります。

また、国土の３分の２を占める森林資源を

活かし、木質バイオマスの生産・活用にも力

を入れてまいります。特に、間伐材を安定的

に確保しながらチップ・ペレット等への利用

を進めるビジネスモデルや、バイオエタノー

ル等の新たな製造システムを構築し、木質バ

イオマスを活用した産業の創出・発展に取り

組みます。さらに、昨年10月に試行開始され

た国内排出量取引の枠組みを活用して、化石

燃料から木質バイオマスへの転換を図りま

す。このように、社会全体で、木質バイオマ

「顔の見える木材で
の家づくり」を推進

林野庁長官

内藤　邦男
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スを始めとする森林資源を保全・活用するこ

とにより、山村を再生するシステムを構築す

るために、「山村再生支援センター（仮称）」

の創設を支援します。

私たちは、森林の多様な機能を最大限に発

揮させつつ、林業・木材産業を地域経済の屋

台骨にすることを目指し、本年も必要な施策

を強力に講じていくよう、全力で取り組んで

まいる所存です。

昨年来のわが国の経済は、景気後退が加速

し、木材業界につきましても住宅の着工戸数

の低迷、景気後退の影響による住宅投資意欲

の減退が心配されるなど、依然として厳しい

状況が続いた一年でした。

昨年の全国木材産業振興大会では、緊急の

「特別決議」として①木造住宅等の着工増対

策、②林業・木材産業のセーフティネット対

策等の実現を採択し、関係機関に強力に働き

かけを実施してきたところであり、現在検討

されている追加的な経済対策が早期に実現

し、我々業界自身の様々な取組努力とあいま

って、業界の景況回復が進展することを、強

く念願する次第であります。

ところで、我々業界の展望を切り拓いてい

くには「新たな木材利用への挑戦」と「消費

者・需要者重視の木材供給・加工体制の整

備」が必要です。木材利用の挑戦という点で

は、昨年秋の国会で成立した長期優良住宅関

連法の条文の中での木材利用の明文化、カー

ボンストック減税の検討、木材製品・商品に

炭素排出量の表示「見える化」運動など新た

な風が吹き始めています。我々業界は、こう

した動向等を踏まえて木材利用をさらに進め

ていく必要があります。また、「消費者・需

要者重視の木材供給・加工体制の整備」につ

きましては、品質性能、木材産地、合法性が

証明された木材製品、中でもＪＡＳ製品、乾

燥材を安定的にしっかりと供給をしていく体

制をきちんと整えていくことが必要です。ま

た、原料の国産材転換も大きな課題となって

います。なお、全木連のＪＡＳ関係業務は、

「全木検」に全面的に移行することになって

おり、その円滑な移行に全木連としても努力

をしていきます。

昨年を振り返ってみますと、平成19年６月

の改正建築基準法等の施行に伴う新設住宅着

工量の激減から回復の兆しが見られたもの

の、米国のサブプライムローンに端を発した

世界的な金融不安と経済の後退により、我が

国の住宅建設は引き続き低迷し、合板業界も

一層深刻な減産を強いられ、さらに、原油価

格の高騰等により極めて厳しい年となりまし

た。

このような中で、木造二階建て等を対象と

した４号特例の見直しについては、日合連を

はじめ関係業界の強い要請等により当分見送

られることとなりましたが、本年10月から全

面施行予定の瑕疵担保責任に係る保険制度の

導入に当たっては、その審査過程で、昨年と

同じ様な混乱が生じないように、引き続き注

視していく必要があります。

国際的には、ASEAN/CEPにおいて、一

部の熱帯産合板の輸入関税が10年間で５％に

漸次引き下げられることとなりましたが、

WTOにつきましては、昨年７月の関係閣僚

会合等において、これまでの要請活動が功を

奏して現状を維持することが出来ました。

また、昨年10月に福岡市において第30回日

「新たな木材利用へ
の挑戦」が必要

（社）全国木材組合連合会

会長 並木　瑛夫

国産合板の需要拡大
に向け優位性を実証

日本合板工業組合連合会

会長 井上　篤博
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本・台湾・韓国の合板業者懇談会が開催され

有意義な情報交換が行われました。

ロシア未加工木材に係る輸出税の段階的引

き上げにつきましては、関係業界が総力をあ

げて反対活動を行う中で、昨年11月に、本年

当初から実施される予定の80％課税が、９ヵ

月から１年延長される見通しとなっておりま

す。他方、スギ間伐材等の国産材につきまし

ては、一昨年163万m3と急増し、昨年は、さ

らに220万m3を超えるのではないかと見通さ

れております。

国産合板の需要拡大につきましては、ネダ

ノン等の厚物針葉樹合板が200年住宅構想等

に利用されるよう、大工・工務店の全国組織

である（社）全国中小建築工事業団体連合会の

ご協力をいただいて、ジャパン・ホーム・シ

ョーの実物大モデル住宅で展示を行う等によ

り積極的にアピールしました。

また、合板に係るＪＡＳ規格が改定される

とともに、トルエン、キシレン、エチルベン

ゼン、スチレンの放散速度について、国産合

板については基準値内であることが公表され

ました。

平成21年においては、国産合板の需要拡大

のため、各種の大臣認定等の積極的取得を行

うとともに、林野庁の補助事業等を活用して

新製品開発や住宅建設における合板の優位性

の実証を行い、200年住宅及びリフォーム住

宅分野等での需要開拓や消費者の皆様への普

及・啓発を積極的に行っていく所存です。

また、国産材につきましては、平成27年に

300万m3を利用するという森林・林業基本計

画の目標に向けて、国有林、公有林、公社造

林等の一層の活用を図るとともに、伐採跡地

の植林が適切に行われるよう各種の活動を展

開して参りたいと考えております。

さらに、WTO等の関税引き下げの動きに

対しては、世界的な経済の低迷の中で貿易拡

大のため事態が急変することも想定され予断

を許さない状況にあり、今後とも現行以上の

引き下げには断固反対してまいります。

昨年は我々合板建材業者にとって前年に引

き続き多難な１年でありました。ようやく新

設住宅着工件数が昨年４月以降月９万戸台を

回復し、かつ合板価格も上昇に転じた矢先、

アメリカのサブプライムローン問題を端緒と

する金融商品の暴落が世界各地の金融界を巻

き込み全世界的な株価暴落、金融危機を惹起

しました。その結果、金融面に止まらず実体

経済に影響を及ぼし、消費動向の減退による

自動車業界を筆頭とする大幅な需要減退が生

じ、ＧＭ、フォード、クライスラーのビック

3が政府に資金支援を仰ぐ等の惨状となって

おります。アメリカの個人消費の減退は住宅

事情にも影響し、米国の住宅着工件数は昨年

10月時点で791千戸（年換算で対前年比38％

減）に下降し、消費動向の急激な減退を裏付

けております。

翻って、我々合板業界の状況ですが、残念

ながら、昨年年度当初から減産、住宅着工の

回復等により上げ基調となっていた合板市況

も昨年10月以降は低調に推移しており、政府

公表の住宅着工件数月平均93千戸というデー

タにもかかわらず、実際は住宅着工繰延べ、

マンション建設の様子見、不動産、住宅向け

金融の締め付け等の要因により、データどお

りの需要ではないのではないかと思われる

程、手ごたえがありません。建築着工の回復

は本年後半から来年に延びるとの予想もあ

り、全治３年との麻生首相の記者会見での発

言等今年は特に厳しい１年になるとの覚悟が

必要と思われます。

しかしながら、業界をリードし、企業の経

営に責任を有する者として、ただ単に手をこ

まねいているわけには参らず、来るべき飛躍

業界一丸となっての
迅速な景気回復策を

日本合板商業組合

理事長 田　　繁



12

の時期まで、贅肉を落とし、身軽な体制を作

り上げる時期と理解し、一方では政府・官公

庁に対し、可能な限り迅速に景気回復策を具

体的に実現するよう業界一丸となって働きか

ける必要があろうと存じます。業界自ら努力

し、政府の役割をきちんと求め、この難局に

当たって初めて打開策が開けるものと存じま

す。「朝の来ない夜」はありません。

昨年の我が国経済を振り返って見ますと、

原油を始めとする原材料の異常ともいえる高

騰と、米国金融危機に伴う世界同時不況懸念

から、輸出減、企業収支の悪化、設備投資と雇

用の抑制、消費減退と悪循環を辿り、2002年

以来続いた戦後最長の景気回復局面は下り坂

に転じた、大きく変化をした年でありました。

建設関連業界も、一昨年６月の建築基準法

改正以降、住宅着工件数は落ち込みを続けて

おり、僅かに好調であった首都圏のマンショ

ンも後半には深刻な販売不振に陥ってまいり

ました。

この影響で、石膏ボードの出荷は、９月に

16ヵ月ぶりに前年同月比を超えたものの、通

年では２年連続マイナスとなり、原材料費の

コストアップと相俟って、経営的に大変厳し

い年となりました。

本年は、政府による諸景気対策が打ち出さ

れているものの、住宅着工の急回復は望めず、

石膏ボードも量的拡大が見込まれぬ中、今年

度より本格的な取り組みが展開される「国民

の豊かな住生活の実現」や「200年住宅の対

応」に向けて、新しいニーズの掘り起こしと、

その対応策を検討、実行してまいりたいと思

っております。

まず、ここ数年来、普及啓発に努めてまい

りました厚手化の推進に一層力をいれて行き

たいと思います。皆様方のより快適で、安全

な、豊かな住生活を提供する為には、建築物

の防耐火性、強度、遮音性を高めることが重

要でありますが、これに適した、国際標準品

である12.5㎜以上のボードの普及を図るべ

く、全国的にキャンペーンを計画いたしてお

ります。

本年、弊工業会は、お陰様をもちまして、

その前身である石膏ボード協議会が昭和24年

４月に設立されてから60年の節目の年を迎え

ることができました。

今日までの長年にわたる関係各位のご支

援、ご協力に心より感謝申し上げるとともに皆

様方のご多幸とご発展をお祈り申し上げます。

米国で発生したサブプライムローン問題は

全世界にその影響を及ぼし、我が国経済にか

つてない厳しい試練を与えております。この

危機は始まったばかりであり、先行きが不透

明なままの年明けとなりました。

企業経営も大変難しい舵取りを強いられて

います。一般消費動向の冷え込みは一段とシ

ビアなものになることが見込まれ、住宅着工

動向や関連する家具木工分野と深い関連をも

つ木質ボード業界にとって試練の年になると

思います。

こうした需要面での厳しい状況に加えて、

供給面では主原料である木材チップの不足と

高騰が課題となっています。

ご承知の通り、木質ボードは建築解体木材

等をチップ化して原料としたマテリアルリサ

イクル技術を確立して参りましたが、近年の

サーマル原料としての利用がチップの需要形

態を大きく変えております。原料資源として

設立60年の節目の年
密接な連携に注力

（社）石膏ボード工業会

会長 須藤　永一郎

木材資源のマテリア
ル利用と環境へ貢献

日本繊維板工業会

会長 井邉　博行
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利用できるものまでサーマル利用されること

に我々木質ボード業界は危機感を持ち、関係省

庁を始めとしてあらゆる関係先にマテリアル

利用優先の考えを広くアピールしております。

しかし、一度動き始めた流れは簡単に戻る

ものでなく、我々としては業界を挙げてチッ

プ入手に注力するとともに、林地残材などの

未着手の分野の開拓に活路を見いだす検討も

始めております。

木質ボードは、未利用、再利用の木材資源

を有効活用することから発祥しておりますの

で、他に先駆けて炭素貯蔵産業を標榜し、大

いにPRしていくべきだと考えております。

例えば、ボードに貯蔵されている炭素量を表

示するというような具体的な活動を考えてお

ります。

また、材料から放散される化学物質につい

ては、昨年８月から4VOC（トルエン、キシレ

ン、スチレン、エチルベンゼン）について自主

表示制度を発足させました。この制度を利用

して、より安全な製品の供給に向けて取り組

むこととしております。化学物質への対応は

今後とも業界としては重点課題であります。

昨年は50年から100年に一度とも言われる

世界金融危機に見舞われました。わが国の場

合、欧米に比べ金融被害は軽微と言われます

が、日本経済が主に外需および設備投資によ

り支えられていることから、昨今のような急

激な円高に見られるように為替変動がもたら

す経済全体への影響は大きく、今年はその負

の連鎖による影響がさらに拡大していくこと

が懸念されます。

一方で、わが国の人口は既にピークを迎え、

急速に進展する少子高齢化社会を見据えた持

続可能な経済社会の安定と成長を考えた場

合、いよいよ本格的な内需型経済への転換が

求められます。

この様な状況下、住宅は人々の生活基盤で

あることから、住宅購入にあわせた他の製品

購買を促進させ、内需型の経済効果を生み出

すのに大変有効です。2006年に住生活基本法

が制定され、そのアウトカム目標の基本的施

策として定められた13の具体的内容の推進が

内需型経済切り替えの核として期待されてい

るところです。基本的施策を推進していく上

で、産・官・学および消費者全体と一緒にな

った国民運動とすることが必要ですが、昨年

「ゆとりある豊かな住生活を実現する国民推

進会議」が発足し、10月に全国大会が開催さ

れたことは誠に時機を得た企画であったと思

います。

政府与党においては「平成21年度税制改正

大綱」で住宅投資は内需拡大の柱であり、景

気対策として地域経済への大きな波及効果が

期待できるとして住宅ローン減税の適用制限

を５年間延長するとともに制度を大幅に拡充

し、特に長期優良住宅については最大控除可

能額を過去最高水準に引き上げ、また自己資

金で長期優良住宅を新築する場合や、省エ

ネ・バリアフリー改修をおこなう場合にも税

額控除を認める措置を創設するなどの施策を

講じているところです。

当協会におきましては、昨年末には国交省

の超長期住宅の先導的モデル事業に「木住協

モデル」が採択され、また「長期優良住宅の

普及の促進に関する法律」の成立により、国

産材その他の木材を使用した長期優良住宅の

普及が図られるよう配慮するものとするな

ど、木造住宅への新たな期待や価値が盛り込

まれました。

私たち木住協は如何に厳しい環境下であろ

うとも、国民が夢や希望を持った生活ができ、

また社会資産として子孫に誇れる安心安全な

住宅・住環境の整備を社会的使命と捉え、先頭

に立って努力していかなければなりません。

安心安全な住宅・住
環境の整備を使命に

（社）日本木造住宅産業協会

会長 矢野　　龍



14

国土交通省が12月25日発表した平成20年11

月の新設住宅着工戸数（上表参照）は、首都

圏の着工が増加したものの、中部圏が約2割

近く減少したことなどで、前年同月比横ばい

の8万4,277戸となった。

持ち家は前年同月比11.7％減の２万3,499戸

で、調査を開始した昭和40年以来の低水準と

なったが、貸家は同1.7％増の３万9,521戸で

５ヵ月連続増、特に首都圏での伸びが全体増

につながった。

分譲住宅は同11.0％増の２万518戸で５ヵ

月連続のプラス、うちマンションは同43.3％

増の１万1,937戸だった。

構造別では木造が同11.7％減の４万2,101戸

で２ヵ月連続の減少、非木造は同15.3％増の

４万2,176戸、工法別ではプレハブが同14.3％

減の１万2,211戸で５ヵ月ぶりの減少となり、

2×4は同1.3％増の１万741戸で８ヵ月連続の

増加。

地域別にみると、11月の着工戸数の前年同

月比の増減率は、首都圏が19.0％増、近畿圏

が3.1％増に対し、中部圏は19.2％減と中部圏

の落ち込みが大きい。

建築確認申請件数は同21.8％減の４万1,611

件で、年明け以降の着工減が懸念される。

前年同月比横ばいの8万4千戸
11月の新設住宅着工

平成20年11月の新設住宅着工

プレハブ新設住宅：構造別、利用関係別戸数

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅：利用関係別戸数

新 設 住 宅 計
建　築
主　別

公 共
民 間
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅
民 間 資 金
公 的 資 金
公 営 住 宅
公 庫 融 資 住 宅
都市再生機構建設住宅
そ の 他 の 住 宅
木 造
非 木 造
鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造
コンクリートブロック造
そ の 他

84,277
1,040
83,237
23,499
39,521
739

20,518
76,718
7,559
709
3,437
0

3,413
42,101
42,176
536

23,359
18,120
24
137

△ 8.5
△50.2
△07.5
△11.4
△08.0
7.6

△06.6
△07.4
△18.5
△52.4
1.3

△100.0
△14.2
△03.3
△13.2
△69.4
△11.2
△11.0
△50.0
14.2

0.0
30.5

△00.3
△11.7
1.7

137.6
11.0

△00.9
11.0
25.0
35.8
―

△08.1
△11.7
15.3

△11.3
33.2

△00.7
△11.1
△12.2

対前年同月比
（％）

千㎡戸
対前月比
（％）

6,747
78

6,669
3,022
1,803
50

1,872
6,094
653
55
285
0

313
3,955
2,792
34

1,614
1,133
2
8

△ 9.7
△46.3
△09.0
△12.1
△09.0
9.6

△06.7
△09.0
△16.2
△47.0
1.8

△100.0
△15.0
△07.1
△13.2
△65.2
△10.2
△13.4
△47.5
5.0

△ 3.4
43.8

△03.8
△12.5
5.3

105.8
4.1

△04.4
6.8
34.6
27.1
―

△09.7
△12.4
12.9

△34.3
37.2

△07.9
△17.7
△24.6

対前月比
（％）

対前年同月比
（％）

利　用
関係別

資金別

構造別

△は減

国土交通省「建築着工統計」

戸　　　　　　　　　数 床 面 積 の 合 計

構　　造　　別
合 計
木 造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造

戸
12,211
1,291
226

10,694

対前年同月比（％）
△14.3
△17.1
△08.5
△14.0

利 用 関 係 別
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅

戸
4,144
7,631
56
380

対前年同月比（％）
△12.4
△13.1
154.5
△46.9

利 用 関 係 別

木 造

合 計

戸
10,741

対前年
同月比

％
1.3

持 家

戸
2,382

対前年
同月比

％
△ 3.2

貸 家

戸
7,019

対前年
同月比

％
6.4

給与住宅

戸
3

対前年
同月比

％
△66.7

分譲住宅

戸
1,337

対前年
同月比

％
△ 13.0
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社名50音順

２００９年

住友林業が年賀交歓会 
　住友林業の平成21年年賀交歓会が東京、大阪、名古屋で開か
れました。東京会場（１月６日、東京曾舘＝写真）では、矢野
龍社長、上山英之常務をはじめ木材建材事業本部、住宅事業本
部などの各担当役員等首脳陣が取引関係者を出迎え、社員を含
め約560名が和やかに新春の慶びを祝しました。 

代
表
取
締
役

狐

塚

　

章

東
京
都
千
代
田
区
神
田
鍛
冶
町
三
―
六
―
三

神
田
三
菱
ビ
ル
八
階

代
表
取
締
役
社
長

真

田

進

也

東
京
都
江
東
区
毛
利
一
―
十
九
―
十

江
間
忠
錦
糸
町
ビ
ル
六
階

代
表
取
締
役

豆

原

直

行

院
庄
林
業
株
式
会
社

岡
山
県
津
山
市
二
宮
二
二
―
一

名
古
屋
市
中
区
大
井
町
三
番
十
五
号

代
表
取
締
役

井

関

和

彦

伊
予
木
材
株
式
会
社

愛
媛
県
大
洲
市
徳
森
一
四
一
六

代
表
取
締
役
社
長

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社

ア
　
サ
　
ノ

大
阪
市
中
央
区
西
心
斎
橋

一
丁
目
十
二
番
十
三
号

代
表
取
締
役
社
長

海

堀

芳

樹

朝
日
ウ
ッ
ド
テ
ッ
ク
株
式
会
社

大
阪
市
中
央
区
南
本
町
四
―
五
―
十

代
表
取
締
役
社
長

重

冨

光

人

横
浜
市
鶴
見
区
鶴
見
中
央
二
丁
目

五
番
五
号
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２００９年

代
表
取
締
役
社
長

後
藤
木
材
株
式
会
社

岐
阜
県
岐
阜
市
大
倉
町
十
二

代
表
取
締
役
社
長

光
和
物
産
株
式
会
社

広
島
県
福
山
市
南
本
庄

二
―
一
二
―
二
七

代
表
取
締
役
社
長

越

井

　

潤

大
阪
市
住
之
江
区
平
林
北

一
―
二
―
一
五
八

東
京
都
江
東
区
新
木
場
一
―
三
―
一
六

代
表
取
締
役太

田
ベ
ニ
ヤ
株
式
会
社

大
阪
市
浪
速
区
桜
川
一
丁
目
七
番
三
号

本
　
社
旭
川
市
流
通
団
地
二
条
二
丁
目

代
表
取
締
役

大
塚
住
宅
建
材
株
式
会
社

新
潟
市
中
央
区
上
大
川
前
通
四
―
三
十
七

代
表
取
締
役

東
京
都
豊
島
区
南
池
袋
一
―
十
三
―
二
四

代
表
取
締
役
社
長

亀
田
合
板
株
式
会
社

名
古
屋
市
中
川
区
昭
明
町
五
―
一

鴻

池

正

幸

株
式
会
社
江
守

富
山
県
射
水
市
二
の
丸
町
十
六
―
三
〇

富
山
県
射
水
市
赤
井
八
八
番
地

社名50音順

代
表
取
締
役
社
長

札
幌
市
白
石
区
中
央
二
条
七
―
一
―
一

常
務
取
締
役
化
成
品
事
業
部
長

倉
敷
紡
績
株
式
会
社

大
阪
市
中
央
区
久
太
郎
町

二
―
四
―
三
十
一
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２００９年

代
表
取
締
役

代
表
取
締
役
社
長

野

島

新

人

ジ
ャ
パ
ン
建
材
株
式
会
社

東
京
都
江
東
区
新
木
場
一
―
七
―
二
十
二

新
木
場
タ
ワ
ー

取
締
役
社
長

織

田

昌
之
助

サ
ン
ウ
エ
ー
ブ
工
業
株
式
会
社

東
京
都
千
代
田
区
猿
楽
町
二
―
六
―
一
〇

代
表
取
締
役
社
長

足
立

建
一
郎

株
式
会
社
ジ
ュ
ー
テ
ッ
ク

東
京
都
港
区
芝
五
丁
目
二
十
六
番
二
十
四
号

東
京
機
械
本
社
ビ
ル
五
階

代
表
取
締
役
社
長東

京
都
千
代
田
区
丸
の
内

三
丁
目
四
番
二
号

代
表
取
締
役三

王
ハ
ウ
ジ
ン
グ
株
式
会
社

新
居
浜
市
阿
島
一
―
五
―
三
五

代
表
取
締
役
社
長

峯

村

　

榮

株
式
会
社
住
宅
あ
ん
し
ん
保
証

東
京
都
中
央
区
八
重
洲
一
丁
目
六
番
六
号

八
重
洲
セ
ン
タ
ー
ビ
ル
７
Ｆ

代
表
取
締
役
社
長

中

塚

和

孝

ス
ミ
リ
ン
サ
ッ
シ
セ
ン
タ
ー
株
式
会
社

茨
城
県
牛
久
市
奥
原
町
一
六
五
〇
―
三
八

代
表
取
締
役

古

川

康

則

株
式
会
社
　
住
　
　
　
協

茨
木
市
島
四
丁
目
二
二
番
二
五
号

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社
斎
藤
材
木
店

東
京
都
足
立
区
保
木
間
一
―
三
二
―
三

取
締
役
会
長

株
式
会
社 

Ｊ
Ｓ
Ｐ 

社名50音順

代
表
取
締
役
社
長

城
東
テ
ク
ノ
株
式
会
社

大
阪
府
枚
方
市
招
提
田
近
三
―
十
五

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社
ス
ペ
ー
ス
パ
ー
ツ
山
形

山
形
県
寒
河
江
市
中
央
工
業
団
地

一
五
五
番
地
六

代
表
取
締
役
社
長 

井
上
光
弘 

ジ
ャ
ニ
ス
工
業
株
式
会
社 

愛
知
県
常
滑
市
唐
崎
町
二
丁
目
八
八
番
地 

取
締
役
社
長
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２００９年

取
締
役
社
長

中

村

正

治

南
陽
株
式
会
社

富
山
県
高
岡
市
能
町
七
五
〇

代
表
取
締
役

坂

本

　

和

南
洋
建
材
株
式
会
社

宮
古
市
新
川
町
四
―
十
一

香
川
県
高
松
市
松
福
町
一
丁
目
十
五
番
十
号

代
表
取
締
役
社
長

代
表
取
締
役
社
長

大
阪
市
住
之
江
区
平
林
南
一
丁
目
五
番
五
四
号

及

川

秀

雄

代
表
取
締
役

株
式
会
社
　
仙
　

建

仙
台
市
宮
城
野
区
扇
町
五
丁
目
九
番
十
二
号

東
京
都
江
東
区
深
川
二
―
五
―
十
一
木
材
会
館

取
締
役
社
長

澤

木

良

次

大
建
工
業
株
式
会
社

大
阪
市
北
区
堂
島
一
―
六
―
二
十

堂
島
ア
バ
ン
ザ

代
表
取
締
役

堀

川

保

幸

中
国
木
材
株
式
会
社

呉
市
広
多
賀
谷
三
―
一
―
一

代
表
取
締
役
社
長

初

　

好

章

東
京
ベ
ニ
ヤ
株
式
会
社

東
京
都
江
東
区
冨
岡
二
丁
目
六
番
十
一
号

大
阪
市
住
之
江
区
平
林
南
一
丁
目
八
番
一
九
号

手

島

達

也

代
表
取
締
役

西
大
條

精

一

東
北
木
材
株
式
会
社

旭
川
市
東
八
条
八
丁
目

代
表
取
締
役
社
長

東
レ
A
C
E
株
式
会
社

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
本
町
２
―
４
―
７

代
表
取
締
役
社
長

野

間

慶

政

名
古
屋
港
木
材
倉
庫
株
式
会
社

名
古
屋
市
南
区
加
福
本
通

一
丁
目
十
三
番
地

取
締
役
社
長

須

藤

圭
一
朗

東
洋
プ
ラ
イ
ウ
ッ
ド
株
式
会
社

名
古
屋
市
中
区
錦
三
丁
目
十
番
三
十
三
号

錦
Ｓ
Ｉ
Ｓ
ビ
ル

社名50音順

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
八
番
一
号

取
締
役
社
長
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２００９年

代
表
取
締
役
社
長

福
井
市
三
十
八
社
町
三
三
―
六
六

名
古
屋
市
中
区
錦
二
丁
目
十
八
―
十
九

三
井
住
友
銀
行
名
古
屋
ビ
ル

東
京
都
千
代
田
区
三
崎
町
二
―
二
十
一
―
二

三
井
生
命
水
道
橋
ビ
ル

井

上

篤

博

代
表
取
締
役
社
長

日
本
製
紙
木
材
株
式
会
社

東
京
都
北
区
王
子
一
―
九
―
五

京
徳
ビ
ル
六
階

代
表
取
締
役

札
幌
市
西
区
二
十
四
軒
三
条

七
丁
目
二
―
十
九

代
表
取
締
役
社
長

竹

内

成

豊

ハ
イ
テ
ク
ウ
ッ
ド
販
売
株
式
会
社

名
古
屋
市
中
区
正
木
四
丁
目
二
番
三
十
一

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社
ノ
ー
リ
ツ

神
戸
市
中
央
区
江
戸
町
93
栄
光
ビ
ル

株
式
会
社
　

ひ

ら

い

千
葉
県
市
原
市
姉
崎
七
三
六
―
一

代
表
取
締
役
社
長

中
屋
敷
善
之
助

株
式
会
社

ホ
ク
ザ
イ

北
九
州
市
小
倉
北
区
西
港
町
十
五
番
地

社名50音順

代
表
取
締
役
社
長

矢

野

邦

彦

東
京
都
港
区
芝
大
門
一
―
一
―
二
六

本
社
　
宮
城
県
黒
川
郡
富
谷
町
成
田
九
丁
目
二
番
地
二

本
店
　
北
上
市
北
鬼
柳
三
三
地
割
七
〇
番
地

代
表
取
締
役
会
長

片
方
厚
夫

代
表
取
締
役
社
長

村
上
ひ
ろ
み

代
表
取
締
役
社
長

フ
ラ
ン
ソ
ワ
・

ザ
ビ
エ
リ
エ
ナ
ー
ル

株
式
会
社
　
マ
　

グ

東
京
都
千
代
田
区
麹
町
三
丁
目
七
番
地

サ
ン
ゴ
バ
ン
ビ
ル

代
表
取
締
役
社
長

松

本

敏

久

北
海
道
札
幌
市
白
石
区
本
通
十
四
丁
目

北
一
番
二
六
号

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
電
工
A
W
E
株
式
会
社

代
表
取
締
役
社
長

星
田

慎
太
郎

株
式
会
社
日
立
ハ
ウ
ス
テ
ッ
ク

東
京
都
板
橋
区
板
橋
三
丁
目
９
番
７
号
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２００９年

南

　

喜

幸

代
表
取
締
役
社
長

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
箱
崎
町
六
―
六

三
井
田
　
孝
嗣

代
表
取
締
役
社
長

足

立

雅

一

株
式
会
社

マ

デ

ラ

東
京
都
武
蔵
野
市
境
二
丁
目
十
四
番
一
号

ス
イ
ン
グ
四
階

代
表
取
締
役
社
長

丸
宇
木
材
市
売
株
式
会
社

東
京
都
江
東
区
亀
戸
六
丁
目

五
十
七
番
十
九
号

代
表
取
締
役
社
長

杉
山
　
新

マ
ル
シ
ン
建
材
株
式
会
社

東
京
都
江
東
区
東
陽
二
丁
目
四
番
二
十
九
号

代
表
取
締
役
社
長

名
古
屋
市
瑞
穂
区
瑞
穂
通
三
―
二
一

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社

ミ
　
カ
　
ド

大
阪
市
北
区
大
淀
南
一
丁
目
十
番
九
号

静
岡
県
浜
松
市
西
区
西
山
町
一
三
七
〇

森
定
保
夫

ヤ
マ
ハ
リ
ビ
ン
グ
テ
ッ
ク

株
式
会
社

代
表
取
締
役
社
長

宮
田
　
正

代
表
取
締
役
社
長

株
式
会
社

メ
イ
ゴ
ー

名
古
屋
市
中
川
区
広
川
町
四
丁
目
地
先

阿
部
栄
次
郎

代
表
取
締
役

埼
玉
県
戸
田
市
本
町
一
丁
目

二
十
三
番
一
号

社名50音順

代
表
取
締
役
社
長

奈
良
県
吉
野
郡
下
市
町
大
字
新
住

一
一
一
八
番
地

代
表
取
締
役
社
長

宮
城
県
石
巻
市
潮
見
町
二
番
地
の
三





建
材
マ
ン
ス
リ
ー

昭
和
三
十
九
年
八
月
創
刊

発
行
人
　
　
上
　
山
　
英
　
之
　
　
　
発
行
所

建
材
マ
ン
ス
リ
ー
編
集
室

第
四
十
六
巻
平
成
二
十
一
年
一
月
一
日
発
行
（
毎
月
一
日
発
行
）
通
巻
第
五
二
〇
号

〒
一
〇
〇
―
八
二
七
〇
　
東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
―
八
―
一（
丸
の
内
ト
ラ
ス
ト
タ
ワ
ー
Ｎ
館
十
四
階
）

電
話
（
〇
三
）六
七
三
〇
―
六
一
〇
〇
　
　
住
友
林
業
株
式
会
社
　
　
木
材
建
材
事
業
本
部
営
業
管
理
部


